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別添（別記様式第２号）

浜の活力再生広域プラン

（第二期）

１ 広域水産業再生委員会

組織名 気仙広域水産業再生委員会

代表者名 会 長 寺 澤 泰 樹（吉浜漁業協同組合代表理事組合長）

広域委員会の

構成員

広田湾漁協地域水産業再生委員会（広田湾漁協）、大船渡市地域水産業再生委員会

（大船渡市漁協、綾里漁協、越喜来漁協、吉浜漁協）岩手県漁業協同組合連合会、

大船渡市、陸前高田市、岩手県

オブザーバー 岩手県沿岸漁船漁業組合

対

象

と

な

る

地

域

の

範

囲

及

び

漁

業

の

種

類

１ 対象となる地域の範囲

岩手県大船渡市（大船渡市、綾里、越喜来、吉浜の各漁協管内）及び陸前高田市（広田湾

漁協管内）

２ 漁業の種類

(1) 養殖業

ホタテガイ養殖（125 人）、カキ類養殖（138 人）、ホヤ養殖（132 人）、エゾイシカゲガ

イ養殖（15 人）、イガイ養殖（7 人）、ワカメ養殖（270 人）、コンブ養殖（54 人）

(2) 漁船漁業

定置漁業（29 ヶ統）、さんま棒受網漁業（13 人）、いか釣り漁業（18 人）、船びき網漁業

（104 人）、かご漁業（734 人）、刺し網漁業（161 人）、たら延縄漁業（1 人）、火光利用敷

網漁業（56 人）、磯建網漁業（81 人） 
(3) 採介藻漁業（3,561 人）



2 

－内訳－

項目 項目 計
陸前高田市 大船渡市

広田湾
漁業協同組合

大船渡市
漁業協同組合

綾里
漁業協同組合

越喜来
漁業協同組合

吉浜
漁業協同組合

138 40 81 0 17 0

67
ホタテガイ 125 21 38 20 24 22
カキ

養殖漁業計 741 142 252 149 131

2
エゾイシカゲガイ 15 13 2 0 0 0
ホヤ 132 16 30 50 34

0
ワカメ 270 44 61 66 56 43
イガイ 7 0 0 7 0

0
漁船漁業計 1168 377 408 199 120 64

コンブ 54 8 40 6 0

さんま棒受け網漁業 13 1 10 2 0 0
いか釣り漁業 18 1 8 7 1 1
船びき網漁業 104 29 47 21 5 2

45
刺し網漁業 161 22 47 45 33 14
かご漁業 734 297 239 86 67

0
火光利用敷網漁業 56 13 28 9 4 2
たら延縄漁業 1 0 0 1 0

0
採介藻 3561 775 746 460 305 1275

磯建網漁業 81 14 29 28 10

122 255
アワビ 1027 78 330 256 108 255
ウニ 1210 341 322 170

21 19 255
ナマコ 460 46 90 13 56 255
フノリ 608 310 3

255

組合員数（人） 3754 1236 1400 361 502 255

その他(マツモ） 256 0 1 0 0

２ 地域の現状

(1)地域の水産業を取巻く現状等

【気仙地域の漁業の概要】 

気仙地域は、岩手県沿岸南部に位置しており、リアス海岸の特徴を活かし、広田湾、大船渡湾等

の湾内及び浅海域では、定置網漁業及び沿岸漁船漁業のほか、ホタテガイ、カキ、ワカメなどの養

殖業、アワビ、ウニなどの採介藻漁業が営まれている。

また、沖合は世界有数の好漁場である三陸漁場であり、さんま棒受網漁業、いか釣り漁業、船び

き網漁業などが営まれている。

平成 23年３月 11日に発生した東日本大震災津波（以下「震災」という。）により、養殖施設、

漁港施設、冷蔵庫、魚市場などの水産関連施設が壊滅、漁船の９割が滅失するなど水産業全般が大

きな被害を受けたが、国や民間団体・企業等の支援により、これら施設等は概ね復旧し、地域水産

業の基盤はほぼ整った。

【気仙地域の漁業の課題】 

近年、気仙地域の主力魚種であるサケやサンマ等の水揚量の減少や、磯焼けによるアワビ・ウニ

の成長不良、貝毒によるホタテガイ等の出荷規制の長期化など、生産力の低下が深刻化している。

今後、輸入水産物の増加に伴う価格水準の低下や国内競争の激化が見込まれることから、気仙地域

各漁協等の連携により、各漁業種、魚種の特性を踏まえた①販売戦略を構築するとともに、②付加

価値の向上、③生産性の向上、④資源増殖及び種苗生産等の機能強化を図ることにより当地域にお

ける漁業の体質強化を図る必要がある。

加えて、漁業者の高齢化や震災を契機とした他産業への人材流出など、漁業就業者の減少に歯止

めをかけるため、新規就業者の確保と育成を図る必要がある。
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【漁業種毎の状況】 

１ 養殖業

(1) ワカメ養殖

ア 現状

岩手県の令和元年ワカメ養殖生産量は 12,647ｔで、全国の 28％（全国２位）を占めている

（農林水産統計）。気仙地域では生又は湯通し塩蔵加工品として出荷され、その数量は全県の約

４割を占めている（原藻生換算）。

イ 課題

生産者の高齢化等に伴い生産量が恒常的に減少しており、生産量の維持拡大のためには、労

働力の確保と省力化が課題となっていることから、協業化（※１）や省力化機器の導入、共販

の出荷期間の延長や後芯抜き方式（※２）等による作業の平準化を図る必要がある（気仙地域

漁業の課題（以下「漁業の課題」という。）③生産性の向上）。

※１：協業化：ワカメ養殖は、陸上作業を含めて一経営体あたり３～５名程度の作業員が必要であ

るが、作業員を確保できない者が協業体を組織することでワカメ養殖の効率化を図ること。

※２：後芯抜き方式：収穫期にボイルと塩蔵加工までを行い、これらの作業ピークを外して葉と茎

の分離作業を行うこと。

(2) カキ養殖

ア 現状

岩手県の令和元年カキ類養殖生産量は 6,341ｔで、全国の４％（全国５位）を占めている。

気仙地域では、生食用殻付きカキ又はむき身として出荷され、その数量は全県の約７割を占め

ている（殻付き重量換算）。

当地域におけるカキ養殖用種苗は、ほぼ全数を宮城県から購入しているが、震災により宮城

県からの種苗供給が一時途絶えそうになった教訓から、一部の地域では地場採苗の取組が行わ

れている。

イ 課題

依然として当地域のカキ養殖種苗は宮城県に依存していることから、種苗確保のリスク低減

を図るため、地場採苗による種苗確保を推進する必要がある（漁業の課題④資源増殖及び種苗

生産）。

当地域のカキ生産量の約６割はむき身であるが、むき身作業は手作業であり、熟練するまで

長年の経験を要することから、恒常的に人手不足となっている（漁業の課題③生産性の向上）。 
また、生食用殻付きカキの出荷は、輸入品と競合する中で国内市場の維持や新規販路を開拓

するため、安全・安心なカキを安定的に出荷する必要がある（漁業の課題③生産性の向上）。

(3) ホタテガイ養殖

ア 現状

岩手県の平成 28 年ホタテガイ養殖生産量は 3,853ｔで、全国の２％（全国４位）を占めてい

る。気仙地域では主に鮮貝で出荷され、その数量は全県の約４割を占めている。

当地域の生産量は震災の影響により一時的に減少したものの、施設の復旧により平成 27 年度

には震災前の約６割まで回復した。しかし、近年、夏季の高水温期のへい死や貝毒による出荷

規制の影響により生産量は減少し、令和元年度の生産量は震災前の約２割まで落ち込んだ。

イ 課題

ホタテガイ種苗は県外からの移入又は地場採苗により確保しているが、近年、県外種苗の供
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給が不安定となっているほか、地場採苗においても、ここ数年、必要数を確保できない漁場が

みられることから、地域が連携して種苗を安定確保する対策が必要である（漁業の課題④資源

増殖及び種苗生産）。また、養成中における夏場の高水温によるへい死や貝毒による出荷規制の

頻度が高まるとともに長期化する傾向にあり、計画的な生産、出荷が困難な状況となっている

ことから、これらの原因究明と対策が必要である（漁業の課題③生産性の向上）。

２ 採介藻漁業 

ア 現状

採介藻漁業は、アワビ、ウニやナマコが主な漁獲対象であり、養殖業者や漁船漁業者の多く

は複合的に営んでいる。

（アワビ） 

岩手県の令和元年アワビ類漁獲量は 145ｔで、全国の 17％（全国１位）を占めている。気

仙地域の数量は全県の約１割を占めている。

当地域のアワビ漁場は震災津波により壊滅的な被害を受け、漁獲量は一時的に減少したもの

の、平成 25 年には震災前と同水準に達した。しかし、その後、冬季海水温の上昇等に伴う餌

料海藻の不足（磯焼け）等により資源量が減少し、令和元年度の漁獲量は震災前の約１割とな

っている。

当地域では、(一社)岩手県栽培漁業協会及び広田湾漁協アワビ種苗センターが生産した放流

用種苗を年間約 150 万個（H28-R1 平均）購入して放流している。また、資源量調査により資

源状況を把握するとともに、開口回数及びの漁獲時間の制限などにより資源保護を図ってい

る。

（ウニ） 

岩手県の令和元年ウニ類漁獲量は 922ｔであり、全国の 12％（全国２位）を占めている。

気仙地域の数量は全県の 15％を占めている。 
当地域における漁獲量は、平成 25 年以降、震災前の約６割を維持しているが、本県沿岸で

は、磯焼けにより身入りの悪い「痩せウニ」が増え、そのウニの摂餌圧により餌料海藻不足が

一層深刻化する負の連鎖もみられている。

イ 課題

漁協はアワビの資源造成を図るため、種苗放流のほか、海中林造成等の餌料対策に取り組む

必要がある。また、藻場の回復のため、痩せウニを除去するなど、漁場のウニの棲息密度の適

正化を図るとともに、除去した「痩せウニ」の有効活用を推進する必要がある（漁業の課題④

資源増殖及び種苗生産）。

３ 漁船漁業

(1) 定置漁業

ア 現状

定置網漁業は、大型定置網については一部を除き漁協経営、小型定置網については主として

個人経営により行われている。定置網では主に春から夏にかけてサバやブリ類が、秋にはサケ

が漁獲されている。

岩手県におけるサケは、種苗放流事業により資源造成が図られ、種苗放流が本格化した昭和

50 年代後半からサケ漁が隆盛し、平成８年には過去最高の漁獲量となった。その後回帰率の低

下により、サケの漁獲は漸減傾向にあったところ、震災による稚魚放流数の一時的な減少や近

年の海洋環境の変化の影響も相まって、令和元年度の岩手県におけるサケ漁獲量は震災前の約
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１割に留まっている。

気仙地域においても同様の傾向にあり、大船渡市魚市場の令和元年度のサケ水揚金額は

52,280 千円で、震災前（H17-21 平均）の４％に留まり、定置網漁業を営んでいる各漁協の経

営は深刻な状況となっている。

当地域における定置網漁業では、鮮度・衛生管理のために、漁獲後直ぐにシャーベット氷や

海水氷などを用いた温度管理や、海水殺菌装置の導入を推進し、10船団中７船団が IFⓡHACCP
（※）を導入している。

※IF○r HACCP（いわて水産業地域ハサップ）の取組

IF○r HACCP は、HACCP の手法を取り入れたいわゆる地域 HACCP であり、地域として漁獲か

ら加工まで、各事業者が共通した基準の衛生管理に取り組むことにより、地域全体が安全・安心な

水産物の供給地として確立され、消費者から選ばれる産地となることを目指すシステムである。

定置網漁船においては、合計 23 項目の衛生管理基準があり、日々の操業中にチェックが必要な

項目について、記録を残し保管することとしている。

イ 課題

漁協は、定置網漁業の秋サケの漁獲量を上げるため、確実な種苗放流により、資源造成を図

るとともに、吉浜漁協及び広田湾漁協の各ふ化場（以下「地域ふ化場」という。）が連携して、

各漁協の放流稚魚を確実に確保していく必要がある（漁業の課題④資源増殖及び種苗生産）。

また、定置網漁業者の経営安定を図るため、引き続き省エネ機器の導入や減速走行などによ

るコスト削減を推進する必要がある（漁業の課題③生産性の向上）。

定置網漁業者は、水揚げした漁獲物の衛生・鮮度管理の向上のため、IFⓡHACCP により高

度衛生管理型の大船渡市魚市場として認定を受けた大船渡市魚市場との連携を強化する必要が

ある（漁業の課題③生産性の向上）。

【現在の衛生・品質管理の取組】

※漁獲、流通、加工の各段階における衛生・品質管理の取組が線あるいは面として繋がり、

安全・安心な水産物の供給が可能となる。
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(2)さんま棒受網漁業、いか釣り漁業

ア 現状

気仙地域のサンマは、水揚量本州一を誇り、地域水産業にとって重要な魚種の一つであるが、

近年の資源量は不安定かつ減少傾向にあり、大船渡市魚市場における令和元年度の水揚量は震

災前の約２割に留まっている。

また、スルメイカの資源も減少傾向にあり、大船渡市魚市場における令和元年度スルメイカ

の水揚量は震災前の４％に留まっている。

イ 課題

さんま棒受網漁業者及びいか釣り漁業者は、機械化による漁労作業の省力化を図るとともに、

操業経費に占める燃料コストの割合が高いことから、集魚灯のＬＥＤ化、省エネ型エンジンの

導入、低速航行などによりコスト削減を図る必要がある（漁業の課題③生産性の向上）。

(3)船びき網漁業

ア 現状

船びき網漁業により漁獲されるイサダ（標準和名：ツノナシオキアミ）は、岩手県と宮城県

で全国の漁獲量を二分しており、当地域は県内漁獲量の殆どを占めている。イサダ水揚量は、

震災以降、不安定かつ減少傾向にあり、大船渡市魚市場における令和元年度水揚量は震災前の

約２割に留まっている。イサダは大部分がレジャー釣りのまき餌や養魚用飼料として主に西日

本に出荷されている。

岩手県は、「イサダ食用化等研究会」を立ち上げ、加工事業者、船びき網漁業者、及び岩手県

沿岸漁船漁業組合等関係機関並びに大船渡市及び陸前高田市（以下「各市」という。）と連携し、

イサダの付加価値を高めるための取組を行っている。

イ 課題

船びき網漁業者は、燃油高騰による経費を抑えるため、省エネ機器の導入等による経費の削

減に取り組む必要がある（漁業の課題③生産性の向上）。

また、船びき網漁業者及び岩手県は、岩手県沿岸漁船漁業組合等関係機関とイサダ食用化等

研究会を通じて連携し、付加価値向上を図る必要がある（漁業の課題②付加価値の向上）。

(4)かご漁業、刺し網漁業、たら延縄漁業、火光利用敷網漁業、磯建網漁業

ア 現状

かご漁業の主要な漁獲対象であるミズダコについて、近年の岩手県における資源量は減少傾

向にあり、それに伴い水揚量も減少傾向にある。岩手県沿岸漁船漁業組合かご漁業部会は、資

源の維持増大を図るため、自主規制として令和３年４月１日からミズダコ２㎏未満を再放流す

ることとした。

イ 課題

ミズダコは地先だけではなく広域に移動すること、各漁協の所属船は沖合の同一漁場で操業

することから、資源管理は広域で取り組む必要がある（漁業の課題④資源増殖及び種苗生産）。 

(2)その他の関連する現状等 

１ 気仙地域では、陸前高田市内の沿海５漁協全てが平成 16 年４月に合併し広田湾漁協に、大船渡

市内の綾里漁協、越喜来漁協及び吉浜漁協を除く沿海３漁協が同年７月に合併し大船渡市漁協と

なり、現在の５漁協体制となった。

２ 大船渡市魚市場は、平成 11 年 11 月に細浦魚市場を統合し、気仙地域の中核的魚市場となった。
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平成 26 年６月には、高度衛生管理型の新大船渡市魚市場が完成し、水産関連事業所及び流通関係

事業所と連携した受入体制が整備された。気仙地域では、大船渡市魚市場に水揚げされる水産物

やそれを原料として生産される加工品について、漁獲～魚市場～流通・加工まで、各事業者が共

通した基準の衛生管理に取り組むことにより地域全体が安全･安心な水産物の供給地として確立

され、消費者から選ばれる産地となることを目指している。当魚市場は、平成 27 年３月に IFⓡ
HACCP に適合した産地魚市場の認定を受け、また、平成 28 年４月には大日本水産会による「優

良衛生品質管理市場・漁港」にも認定されるなど、ハード、ソフト面で衛生品質管理の高度化が

図られている。

３ 大船渡市は平成 26 年度に「大船渡市水産物高度衛生品質管理計画」を策定し、生産から流通、

加工まで一貫した衛生品質管理計画を推進しており、その取組が評価され、平成 30 年度に「岩手

県高度衛生品質管理地域」に認定された。

４  令和２年度に東日本大震災復興道路として、仙台－気仙広域間の三陸自動車道が全通し、交通

条件が大きく改善され、物流の発展が期待される。

５  令和元年に、陸前高田市に道の駅が整備され、この施設を拠点とした気仙地域の水産物の販売

及び普及拡大が期待される。

６  県は地域漁業をリードする将来の水産業の担い手を育成することを目的として、県漁業関係団

体、県団体、各市町村の漁業就業者確保育成協議会（以下、「育成協議会」という。）等と連携し、

平成 31 年４月に「いわて水産アカデミー」を開講した。 

３ 競争力強化の取組方針 

(1)機能再編・地域活性化に関する基本方針

①前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）
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②今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

当地域においては、平成 26年に中核魚市場である大船渡市魚市場が整備され、また、荷捌き施設等

についても、震災後に共同利用施設として整理されており、これらの施設の統合等機能再編の予定は

ないが、今後の国内外の競争の激化等を踏まえ、①販売戦略、②付加価値の向上、③生産性の向上、

④資源増殖、種苗生産等の各機能強化への取組により更なる水産業の振興を図りもって地域の活性化

に資するものとする。 

１ 販売戦略に係る機能強化 

(1) インターネット等による水産物の魅力発信

気仙地域の魅力をより広く周知するため、当地域の情報を包括的にとりまとめ、インターネッ

トや SNSを活用して幅広く発信する。

２ 付加価値の向上に係る機能強化 

(1) 衛生管理の取組による付加価値向上

定置船の IFⓡHACCPの全船団導入、大船渡市魚市場の「岩手県高度衛生品質管理基準適合市場」

継続認定等により、漁獲～魚市場～流通・加工まで、共通した基準のもと地域一体で衛生管理を

徹底し、漁獲物や水産加工品の付加価値向上を図る。 

(2) 前浜資源の加工等による付加価値向上

当地域の特産物であるイサダの食用化の取組は進んでいるものの、未だ養殖餌料としての取扱

いが主流であることから、食用としての認知度を高め、付加価値向上を図る。また、近年、海洋

環境の影響により、サンマやサケ等の主要魚種が減少する一方、マイワシ等が増加する等、前浜

資源が大きく変化していることから、資源状況に応じた加工原料の転換を推進する等、前浜資源

の有効利用を図る。

３ 生産性の向上に係る機能強化 

(1) ワカメ養殖及びカキ養殖の作業効率向上

漁業者の高齢化や担い手不足が深刻化し、地域の生産力が低下していることから、協業化や新
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規参入の促進や人手不足対策を推進し、作業効率の向上を図り、地域の生産量の維持増大を目指

す。なお、当課題は、当地域の全漁協に共通していることから、各漁協の取組により得られた情

報を地域内で共有することにより、地域全体で課題解決に向け取り組む。 

(2) 生食用殻付きカキの国内市場のシェア拡大

市場シェア拡大のためには、全漁協が市場ニーズに見合う生食用殻付きカキを安定的に出荷す

る必要があることから、各漁協が得た市場評価や市場ニーズ等の情報を地域で共有することによ

り、地域全体の市場評価の向上を図る。 

(3) 漁船等の省エネ・省力化

漁業者は、養殖、採介藻及び漁船漁業の経費削減を図るため、省エネ・省力化機器等の導入や

低速航行に取り組み、漁船・漁具の高機能化及び低コスト化を推進する。各漁協、各市及び県は

こうした漁業者の取組を支援する。 

４ 資源増殖、種苗生産等の機能強化 

(1) カキ・ホタテガイ養殖生産の安定化

カキ及びホタテガイの生産量を維持拡大するため、各漁協は地場種苗による安定確保に取り組

んでいるものの、海洋環境の影響により漁場によっては必要数を確保できない場合があることか

ら、漁協間で融通し合い地域内で種苗を補完し、更なる安定確保を目指す。また、近年、養成中の

へい死や貝毒による出荷規制の頻度が高まっていることから、岩手県水産技術センターと連携し原

因究明や対策検討に努め、得られた成果を生産現場に反映することにより生産量の回復を図る。 

(2) アワビ資源の維持増大

磯焼けによりアワビの成長不良や資源量が低迷し、生産量が減少傾向にあることから、磯焼け

の原因となっているウニの棲息密度の適正化に向け、漁場からウニを除去し、除去したウニを有

効利用する取組を推進することにより、藻場の回復を図りアワビの資源増大を目指す。なお、当

課題は、当地域の全漁協に共通していることから、各漁協の取組により得られた情報を地域で共

有し、地域内での技術普及や取組の効率化を図る。 

(3) 秋サケの資源造成

秋サケの親魚回帰率の低迷により、地域の水揚量が減少傾向にあるほか、地域ふ化場における採

卵数は計画を下回っていることから、各漁協は引き続き連携して種卵確保に努め、放流数を維持し、

水揚量の回復を図る。 

(2)中核的担い手の確保・育成に関する基本方針 

①前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）



13 

②今期の浜の活力再生広域プランの基本方針 

１ 新規就業者の確保 

・ 各市は育成協議会を通じて、漁業就業支援フェアへの参加や、知識や資格の習得に向けた研修

会や講習会等の開催、住居確保支援等を実施し、誘致から定着に至る一貫したサポートを行う。

・ 新規就業者の地域への定着に向け、就業希望者と受入希望漁業者の情報を地域全体で共有し、

就業先の選択範囲を広めることにより、両者のより適切なマッチングを図る。

２ 中核的担い手の育成 

引き続き、所定の要件（人的要件、年齢基準、所得基準）を満たす中核的漁業者の認定と育成を

進め、認定漁業者は、水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業等の活用により経営基盤の強化を図

り、情勢の変化に対応できる強い漁業経営体への育成を目指す。

(3)漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

次の項目に取り組むこと、若しくは遵守することにより、生産・漁獲努力量の削減・維持及びその

効果が担保される。 

【養殖業、採介藻】 

① 区画漁業権及び共同漁業権の管理及び行使に関し、必要な事項を定めた漁業権行使規則

② 養殖漁場の維持・改善のために養殖施設台数や適正養殖可能数量等を定めた漁場利用計画

③ 漁協部会等における漁期対策

【漁船漁業】 

① 岩手県漁業調整規則による操業期間、操業区域、操業時間、漁獲サイズ、漁具等規制の遵守徹

底。 

② 岩手海区漁業調整委員会指示によるサケ・マスの採捕の制限、定置漁業の保護区域の設定等に
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基づく適正操業の実践。 

③  共同漁業権行使規則による操業期間、操業区域、漁具、漁法等の規制措置に基づく適正行使 

【共通】 

資源管理計画の遵守による漁業資源の維持管理（定置網漁業、ツノナシオキアミ漁業（船曳き網漁

業）、スルメイカ漁業（いか釣り漁業）、あわび漁業） 

 

 (4)具体的な取組内容 

1年目（令和３年度） 

取組内容 

 

【機能強化・地域活性化への取組】 

１ 販売戦略に係る機能強化 

(1) インターネット等による水産物の魅力発信 

・  岩手県（大船渡水産振興センター）は、各市、各漁協と連携し、当地域のイ

ベント情報等を集約し、とりまとめ、発信する取組を検討する。 

２ 付加価値の向上に係る機能強化 

(1) 衛生管理の取組による付加価値向上 

・  未認定の個人経営体（３船団）は、IFⓡHACCP導入を検討する。 

・  大船渡市魚市場の「岩手県高度衛生品質管理基準適合市場」継続認定に向け、

漁船漁業者は、漁獲物の温度管理（10℃以下）や迅速な水揚げなど、魚市場の

衛生管理の取組に連携して取り組む。 

・  各市及び岩手県は、地域の水産加工業や漁業者を対象に衛生管理計画の策

定・実行を支援する。 

(2) 前浜資源の加工等による付加価値向上 

・  各市及び岩手県は、イサダ食用化等研究会と連携し、イサダ製品の PRと販路

拡大の取組を検討する。 

・  各市及び岩手県は、前浜資源の現状や課題等について情報共有を図るため、

地域の漁業者、流通・加工業者を対象とした勉強会開催を検討する。 

３ 生産性の向上に係る機能強化 

(1) ワカメ養殖及びカキ養殖の作業効率向上 

・  広域再生委員会事務局は、養殖業の協業化や新規参入の促進、人手不足対策

に関する各漁協の取組により得られたアイディアやノウハウを地域全体で共有

するため、意見交換会等の開催を検討する。 

(2) 生食用殻付きカキの国内市場のシェア拡大 

・  各漁協は市場評価や市場ニーズ等の把握に努める。 

・  広域再生委員会事務局は、上記により得られた情報を地域で共有するため、

情報交換会等の開催を検討する。 

(3) 漁船等の省エネ・省力化 

・  漁業者は、養殖、採介藻及び漁船漁業の経費削減を図るため、省エネ・省力

化機器等の導入や低速航行に取り組み、漁船・漁具の高機能化及び低コスト化

を推進する。各漁協、各市及び県はこうした漁業者の取組を支援する。 
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４ 資源増殖、種苗生産等の機能強化 

(1) カキ・ホタテ養殖生産の安定化 

・  各漁協及びホタテガイ養殖漁業者は、ホタテガイ種苗を地域内で安定的に確

保するため、地場採苗とラーバ調査に取り組む。また、各漁協は、漁協間で種

苗を融通し合う等、地域内で補完できる体制を検討する。 

・  カキ種苗を地域内で安定的に確保するため、広田湾漁協及び大船渡市漁協は、

県（水産技術センター及び大船渡水産振興センター）と連携し、地場採苗技術

の安定化と規模拡大に向けた取組を検討する。 

・  各漁協及びホタテガイ養殖漁業者は、岩手県水産技術センターが実施するホ

タテガイへい死や貝毒に関する調査・研究に連携して取り組む。 

(2) アワビ資源の維持増大 

・  綾里漁協、越喜来漁協、吉浜漁協、広田湾漁協は、磯焼けの原因となってい

るウニを移植し藻場を回復させることでアワビ資源の回復を図るとともに、移

植したウニを有効利用する取組を引き続き実施する。 

・  広域再生委員会事務局は、上記取組実績やノウハウ等を地域で共有するため、

情報交換会等の開催を検討する。 

(3) 秋サケの資源造成秋サケの資源造成 

・  各漁協は地域ふ化場に供する採卵用親魚の確保や種卵移出入による種卵調整

に取り組む。 

 

【中核的担い手の育成に関する取組】 

１ 新規就業者の確保 

(1)  各市及び県は、引き続き、各市育成協議会やいわて水産アカデミーと連携し、

就業者フェア参加や知識や資格の習得に向けた研修会等の開催や住居確保の支

援を行う。 

(2)  各漁協は、新規就業者と受入漁業者とのより適切なマッチングを図るため、

各市育成協議会と連携し、新規就業者と受入希望者の情報を共有し、受入先の

選定を支援する。 

２ 中核的担い手の育成 

(1)  広域再生委員会は、自らの漁業経営改善・向上に意欲ある漁業者について「中

核的漁業者」として認定する。 

(2)  各漁協、各市及び岩手県は、中核的漁業者が必要とする漁船・漁具等の確保

に当たり、競争力強化型機器等導入緊急対策事業や水産業競争力強化漁船導入

緊急支援事業の活用に協力・支援する。：支援措置ⅰⅱⅲ 

活用する 

支援措置等 

ⅰ競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

ⅱ水産業競争力強化金融支援事業（国） 

ⅲ水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 
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２年目（令和４年度） 

取組内容 【機能強化・地域活性化への取組】 

１ 販売戦略に係る機能強化 

(1) インターネット等による水産物の魅力発信 

・  岩手県（大船渡水産振興センター）は、各市、各漁協と連携し、当地域のイ

ベント情報等を集約し、とりまとめ、インターネットや SNSを活用し定期的に

発信する。 

２ 付加価値の向上に係る機能強化 

(1) 衛生管理の取組による付加価値向上 

・  未認定の個人経営体（３船団）は、IFⓡHACCP導入を引き続き検討する。 

・  大船渡市魚市場の「岩手県高度衛生品質管理基準適合市場」継続認定に向け、

漁船漁業者は、漁獲物の温度管理（10℃以下）や迅速な水揚げなど、引き続き、

魚市場の衛生管理の取組に連携して取り組む。 

・  各市及び岩手県は、地域の水産加工業や漁業者を対象に衛生管理計画の策

定・実行を支援する。 

(2) 前浜資源の加工等による付加価値向上 

・  各市及び岩手県は、イサダ食用化等研究会と連携し、イサダ製品を商談会や

イベント等に出展し、PRと販路拡大に取り組む。 

・  各市及び岩手県は、前浜資源の現状や課題等について情報共有を図るため、

地域の漁業者、流通・加工業者を対象とした勉強会を開催する。 

３ 生産性の向上に係る機能強化 

(1) ワカメ養殖及びカキ養殖の作業効率向上 

・  広域再生委員会事務局は、養殖業の協業化や新規参入の促進、人手不足対策

に関する各漁協の取組により得られたアイディアやノウハウを地域全体で共有

するため、意見交換会等を開催する。 

(2) 生食用殻付きカキの国内市場のシェア拡大 

・  各漁協は市場評価や市場ニーズ等の把握に努める。 

・  広域再生委員会事務局は、上記により得られた情報を地域で共有するため、

情報交換会等を開催する。 

(3) 漁船等の省エネ・省力化 

漁業者は、養殖、採介藻及び漁船漁業の経費削減を図るため、省エネ・省力化

機器等の導入や低速航行に取り組み、漁船・漁具の高機能化及び低コスト化を推

進する。各漁協、各市及び県はこうした漁業者の取組を支援する。 

４ 資源増殖、種苗生産等の機能強化 

(1) カキ・ホタテガイ養殖生産の安定 

・  各漁協及びホタテガイ養殖漁業者は、ホタテガイ種苗を地域内で安定的に確

保するため、地場採苗とラーバ調査に取り組む。また、各漁協は、漁協間で種

苗を融通し合う等、地域内で補完できる体制を引き続き検討する。 

・  カキ種苗を地域内で安定的に確保するため、広田湾漁協及び大船渡市漁協は、

県（水産技術センター及び大船渡水産振興センター）と連携し、地場採苗技術

の安定化と規模拡大に向けた取組を実施する。 
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３年目（令和５年度） 

・  各漁協及びホタテガイ養殖漁業者は、岩手県水産技術センターが実施するホ

タテガイへい死や貝毒に関する調査・研究に連携して取り組む。 

(2) アワビ資源の維持増大 

・  綾里漁協、越喜来漁協、吉浜漁協、広田湾漁協は、磯焼けの原因となってい

るウニを移植し藻場を回復させることでアワビ資源の回復を図るとともに、移

植したウニを有効利用する取組を引き続き実施する。 

・  広域再生委員会事務局は、上記取組実績やノウハウ等を地域で共有するため、

情報交換会等を開催する。 

(3) 秋サケの資源造成 

・  各漁協は地域ふ化場に供する採卵用親魚の確保や種卵移出入による種卵調整

に引き続き取り組む。 

 

【中核的担い手の育成に関する取組】 

１ 新規就業者の確保 

(1)  各市及び県は、引き続き、各市育成協議会やいわて水産アカデミーと連携し、

就業者フェア参加や知識や資格の習得に向けた研修会等の開催や住居確保の支

援を行う。 

(2)  各漁協は、新規就業者と受入漁業者とのより適切なマッチングを図るため、

各市育成協議会と連携し、新規就業者と受入希望者の情報を共有し、受入先の

選定を引き続き支援する。 

２ 中核的担い手の育成 

(1)  広域再生委員会は、自らの漁業経営改善・向上に意欲ある漁業者について「中

核的漁業者」として認定する。 

(2)  各漁協、各市及び岩手県は、中核的漁業者が必要とする漁船・漁具等の確保

に当たり、競争力強化型機器等導入緊急対策事業や水産業競争力強化漁船導入

緊急支援事業の活用に協力・支援する。：支援措置ⅰⅱⅲ 

活用する 

支援措置等 

ⅰ競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

ⅱ水産業競争力強化金融支援事業（国） 

ⅲ水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 

取組内容 【機能強化・地域活性化への取組】 

１ 販売戦略に係る機能強化 

(1) インターネット等による水産物の魅力発信 

・  岩手県（大船渡水産振興センター）は、各市、各漁協と連携し、当地域のイ

ベント情報等を集約し、とりまとめ、インターネットや SNS を活用し定期的に

発信する。 

２ 付加価値の向上に係る機能強化 

(1) 衛生管理の取組による付加価値向上 

・  未認定の個人経営体は、基準に基づいた衛生管理と記録を徹底し、IFⓡHACCP

を導入する（のべ１船団）。 
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・  大船渡市魚市場の「岩手県高度衛生品質管理基準適合市場」継続認定に向け、

漁船漁業者は、漁獲物の温度管理（10℃以下）や迅速な水揚げなど、魚市場の

衛生管理の取組に連携して取り組む。 

・  各市及び岩手県は、地域の水産加工業や漁業者を対象に衛生管理計画の策

定・実行を支援する。 

(2) 前浜資源の加工等による付加価値向上 

・  各市及び岩手県は、イサダ食用化等研究会と連携し、イサダ製品を商談会や

イベント等に出展し、PRと販路拡大に引き続き取り組む。 

・  各市及び岩手県は、前浜資源の現状や課題等について情報共有を図るため、

地域の漁業者、流通・加工業者を対象とした勉強会を引き続き開催する。 

３ 生産性の向上に係る機能強化 

(1) ワカメ養殖及びカキ養殖の作業効率向上 

・  広域再生委員会事務局は、養殖業の協業化や新規参入の促進、人手不足対策

に関する各漁協の取組により得られたアイディアやノウハウを地域全体で共有

するため、意見交換会等を引き続き開催する。 

(2) 生食用殻付きカキの国内市場のシェア拡大 

・  各漁協は市場評価や市場ニーズ等の把握に努める。 

・  広域再生委員会事務局は、上記により得られた情報を地域で共有するため、

情報交換会等を引き続き開催する。 

(3) 漁船等の省エネ・省力化 

・  漁業者は、養殖、採介藻及び漁船漁業の経費削減を図るため、省エネ・省力

化機器等の導入や低速航行に取り組み、漁船・漁具の高機能化及び低コスト化

を推進する。各漁協、各市及び県はこうした漁業者の取組を支援する。 

４ 資源増殖、種苗生産等の機能強化 

(1) カキ・ホタテガイ養殖生産の安定化 

・  各漁協及びホタテガイ養殖漁業者は、ホタテガイ種苗を地域内で安定的に確

保するため、地場採苗とラーバ調査に取り組む。また、各漁協は、漁協間で種

苗を融通し合う体制を整備し実行する。 

・  カキ種苗を地域内で安定的に確保するため、広田湾漁協及び大船渡市漁協は、

県（水産技術センター及び大船渡水産振興センター）と連携し、地場採苗技術

の安定化と規模拡大に向けた取組を引き続き実施する。 

・  各漁協及びホタテガイ養殖漁業者は、岩手県水産技術センターが実施するホ

タテガイへい死や貝毒に関する調査・研究に連携して取り組む。 

(2) アワビ資源の維持増大 

・  綾里漁協、越喜来漁協、吉浜漁協、広田湾漁協は、磯焼けの原因となってい

るウニを移植し藻場を回復させることでアワビ資源の回復を図るとともに、移

植したウニを有効利用する取組を引き続き実施する。 

・  広域再生委員会事務局は、上記取組実績やノウハウ等を地域で共有するため、

情報交換会等を引き続き開催する。 

(3) 秋サケの資源造成 

・  各漁協は地域ふ化場に供する採卵用親魚の確保や種卵移出入による種卵調整
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４年目（令和６年度） 

に取り組む。 

 

【中核的担い手の育成に関する取組】 

１ 新規就業者の確保 

(1)  各市及び県は、引き続き各市育成協議会やいわて水産アカデミーと連携し、

就業者フェア参加や知識や資格の習得に向けた研修会等の開催や住居確保の

支援を行う。 

(2)  各漁協は、新規就業者と受入漁業者とのより適切なマッチングを図るため、

各市育成協議会と連携し、新規就業者と受入希望者の情報を共有し、受入先

の選定を支援する。 

２ 中核的担い手の育成 

(1)  広域再生委員会は、自らの漁業経営改善・向上に意欲ある漁業者について「中

核的漁業者」として認定する。 

(2)  各漁協、各市及び岩手県は、中核的漁業者が必要とする漁船・漁具等の確保

に当たり、競争力強化型機器等導入緊急対策事業や水産業競争力強化漁船導入

緊急支援事業の活用に協力・支援する。：支援措置ⅰⅱⅲ 

活用する 

支援措置等 

ⅰ競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

ⅱ水産業競争力強化金融支援事業（国） 

ⅲ水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 

取組内容 【機能強化・地域活性化への取組】 

１ 販売戦略に係る機能強化 

(1) インターネット等による水産物の魅力発信 

・  岩手県（大船渡水産振興センター）は、各市、各漁協と連携し、当地域のイ

ベント情報等を集約し、とりまとめ、インターネットや SNS を活用し定期的に

発信する。 

２ 付加価値の向上に係る機能強化 

(1) 衛生管理の取組による付加価値向上 

・  未認定の個人経営体は、基準に基づいた衛生管理と記録を徹底し、IFⓡHACCP

を導入する（のべ２船団）。 

・  大船渡市魚市場の「岩手県高度衛生品質管理基準適合市場」継続認定に向け、

漁船漁業者は、漁獲物の温度管理（10℃以下）や迅速な水揚げなど、魚市場の

衛生管理の取組に連携して取り組む。 

・  各市及び岩手県は、地域の水産加工業や漁業者を対象に衛生管理計画の策

定・実行を支援する。 

(2) 前浜資源の加工等による付加価値向上 

・  各市及び岩手県は、イサダ食用化等研究会と連携し、イサダ製品を商談会や

イベント等に出展し、PRと販路拡大に引き続き取り組む。 

・  各市及び岩手県は、前浜資源の現状や課題等について情報共有を図るため、

地域の漁業者、流通・加工業者を対象とした勉強会を引き続き開催する。 
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・  漁業者及び流通加工業者は、上記情報を今後の事業展開の検討材料とし、加

工原料の転換等に取り組む。 

３ 生産性の向上に係る機能強化 

(1) ワカメ養殖及びカキ養殖の作業効率向上 

・  広域再生委員会事務局は、養殖業の協業化や新規参入の促進、人手不足対策

に関する各漁協の取組により得られたアイディアやノウハウを地域全体で共有

するため、意見交換会等を引き続き開催する。 

・  各漁協は上記情報を漁業者と共有し、協議の上、浜プランに反映し、各地域

の取組に活用する。 

(2) 生食用殻付きカキの国内市場のシェア拡大 

・  各漁協は市場評価や市場ニーズ等の把握に努める。 

・  広域再生委員会事務局は、上記により得られた情報を地域で共有するため、

情報交換会等を引き続き開催する。 

・  各漁協は上記情報を漁業者と共有し、協議の上、浜プランに反映し、各地域

の取組に活用する。 

(3) 漁船等の省エネ・省力化 

・  漁業者は、養殖、採介藻及び漁船漁業の経費削減を図るため、省エネ・省力

化機器等の導入や低速航行に取り組み、漁船・漁具の高機能化及び低コスト化

を推進する。各漁協、各市及び県はこうした漁業者の取組を支援する。 

４ 資源増殖、種苗生産等の機能強化 

(1) カキ・ホタテガイ養殖生産の安定化。 

・  各漁協及びホタテガイ養殖漁業者は、ホタテガイ種苗を地域内で安定的に確

保するため、地場採苗とラーバ調査に取り組む。また、各漁協は地域内の種苗

確保状況に応じ、漁協間で種苗移出入の調整を行う。 

・  カキ種苗を地域内で安定的に確保するため、広田湾漁協及び大船渡市漁協は、

県（水産技術センター及び大船渡水産振興センター）と連携し、地場採苗技術

の安定化と規模拡大に向けた取組を引き続き実施する。 

・  各漁協及びホタテガイ養殖漁業者は、岩手県水産技術センターが実施するホ

タテガイへい死や貝毒に関する調査・研究に連携して取り組む。 

(2) アワビ・ウニ資源の維持増大 

・  綾里漁協、越喜来漁協、吉浜漁協、広田湾漁協は、磯焼けの原因となってい

るウニを移植し藻場を回復させることでアワビ資源の回復を図るとともに、移

植したウニを有効利用する取組を引き続き実施する。 

・  広域再生委員会事務局は、上記取組実績やノウハウ等を地域で共有するため、

情報交換会等を引き続き開催する。 

・  各漁協は上記情報を漁業者と共有し、協議の上、浜プランに反映し、各地域

の取組に活用する。 

(3) 秋サケの資源造成 

・  各漁協は地域ふ化場に供する採卵用親魚の確保や種卵移出入による種卵調整

に取り組む。 
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５年目（令和７年度） 

【中核的担い手の育成に関する取組】 

１ 新規就業者の確保 

(1)  各市及び県は、引き続き各市育成協議会やいわて水産アカデミーと連携し、

就業者フェア参加や知識や資格の習得に向けた研修会等の開催や住居確保の支

援を行う。 

(2)  各漁協は、新規就業者と受入漁業者とのより適切なマッチングを図るため、

各市育成協議会と連携し、新規就業者と受入希望者の情報を共有し、受入先の

選定を支援する。 

２ 中核的担い手の育成 

(1)  広域再生委員会は、自らの漁業経営改善・向上に意欲ある漁業者について「中

核的漁業者」として認定する。 

(2)  各漁協、各市及び岩手県は、中核的漁業者が必要とする漁船・漁具等の確保

に当たり、競争力強化型機器等導入緊急対策事業や水産業競争力強化漁船導入

緊急支援事業の活用に協力・支援する。：支援措置ⅰⅱⅲ 

活用する 

支援措置等 

ⅰ競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

ⅱ水産業競争力強化金融支援事業（国） 

ⅲ水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 

取組内容 【機能強化・地域活性化への取組】 

１ 販売戦略に係る機能強化 

(1) インターネット等による水産物の魅力発信 

・  岩手県（大船渡水産振興センター）は、各市、各漁協と連携し、当地域のイ

ベント情報を集約し、とりまとめ、インターネットや SNS を活用し定期的に発

信する。 

２ 付加価値の向上に係る機能強化 

(1) 衛生管理の取組による付加価値向上 

・  未認定の個人経営体は、基準に基づいた衛生管理と記録を徹底し、IFⓡHACCP

を導入する（のべ３船団）。 

・  大船渡市魚市場の「岩手県高度衛生品質管理基準適合市場」継続認定に向け、

漁船漁業者は、漁獲物の温度管理（10℃以下）や迅速な水揚げなど、魚市場の

衛生管理の取組に連携して取り組む。 

・  各市及び岩手県は、地域の水産加工業や漁業者を対象に衛生管理計画の策

定・実行を支援する。 

(2) 前浜資源の加工等による付加価値向上 

・  各市及び岩手県は、イサダ食用化等研究会と連携し、イサダ製品を商談会や

イベント等に出展し、PRと販路拡大に引き続き取り組む。 

・  各市及び岩手県は、前浜資源の現状や課題等について情報共有を図るため、

地域の漁業者、流通・加工業者を対象とした勉強会を引き続き開催する。 

・  漁業者及び流通加工業者は、上記情報を今後の事業展開の検討材料とし、加

工原料の転換等に引き続き取り組む。 
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３ 生産性の向上に係る機能強化 

(1) ワカメ養殖及びカキ養殖の作業効率向上 

・  広域再生委員会事務局は、養殖業の協業化や新規参入の促進、人手不足対策

に関する各漁協の取組により得られたアイディアやノウハウを地域全体で共有

するため、意見交換会等を引き続き開催する。 

・  各漁協は上記情報を漁業者と共有し、協議の上、浜プランに反映し、各地域

の取組に活用する。 

(2) 生食用殻付きカキの国内市場のシェア拡大 

・  各漁協は市場評価や市場ニーズ等の把握に努める。 

・  広域再生委員会事務局は、上記により得られた情報を地域で共有するため、

情報交換会等を引き続き開催する。 

・  各漁協は上記情報を漁業者と共有し、協議の上、浜プランに反映し、各地域

の取組に活用する。 

(3) 漁船等の省エネ・省力化 

・  漁業者は、養殖、採介藻及び漁船漁業の経費削減を図るため、省エネ・省力

化機器等の導入や低速航行に取り組み、漁船・漁具の高機能化及び低コスト化

を推進する。各漁協、各市及び県はこうした漁業者の取組を支援する。 

４ 資源増殖、種苗生産等の機能強化 

(1) カキ・ホタテガイ養殖生産の安定化 

・  各漁協及びホタテガイ養殖漁業者は、ホタテガイ種苗を地域内で安定的に確

保するため、地場採苗とラーバ調査に取り組む。また、各漁協は地域内の種苗

確保状況に応じ、漁協間で種苗移出入の調整を行う。 

・  カキ種苗を地域内で安定的に確保するため、広田湾漁協及び大船渡市漁協は、

県（水産技術センター及び大船渡水産振興センター）と連携し、地場採苗技術

の安定化と規模拡大に向けた取組を引き続き実施する。また、各漁協は上記実

績を踏まえ、地域内への供給体制の整備を検討する。 

・  各漁協及びホタテガイ養殖漁業者は、岩手県水産技術センターが実施するホ

タテガイへい死や貝毒に関する調査・研究に連携して取り組み、得られた成果

を生産現場に反映する。 

(2) アワビ資源の維持増大 

・  綾里漁協、越喜来漁協、吉浜漁協、広田湾漁協は、磯焼けの原因となってい

るウニを移植し藻場を回復させることでアワビ資源の回復を図るとともに、移

植したウニを有効利用する取組を引き続き実施する。 

・  広域再生委員会事務局は、上記取組実績やノウハウ等を地域で共有するため、

情報交換会等を引き続き開催する。 

・  各漁協は上記情報を漁業者と共有し、協議の上、浜プランに反映し、各地域

の取組に活用する。 

(3) 秋サケの資源造成 

・  各漁協は地域ふ化場に供する採卵用親魚の確保や種卵移出入による種卵調整

に取り組む。 
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(5)関係機関との連携 

広域再生委員会は、プランに掲げる機能再編等及び中核的担い手の育成に係る取組を確実に実施し、

効果が最大限に発揮できるよう、水産庁、岩手県水産関係団体、試験研究機関等より指導協力を仰ぐこ

ととする。 

 

(6)他産業との連携 

・ 農業や商工業と連携を図り、地元イベント等においては協力し、地場産品のＰＲや販促活動積極

的に開催し、産業全体の活性化を図る。 

・ 当地域は風向明媚な碁石岬や広田半島、震災復興の象徴である奇跡の一本松などの景勝に恵まれ

ており、また、体験型観光についても海釣りや漁業体験など海に関わる観光資源が多いことを踏ま

え、観光業と連携し、海をテーマとした観光を検討する。 

 

４ 成果目標 

(1)成果目標の考え方 

１ 養殖業 

主要品目であるワカメ、カキ、ホタテガイについては水揚量（生産量）の増加を目指すことから、

水揚量（生産量）を成果目標とする。 

（ワカメ） 

協業化や新規参入の促進等の作業性向上の取組により、地域のワカメ水揚量向上を目指す。 

（カキ） 

協業化や新規参入の促進等の作業性向上、市場シェア拡大及び種苗安定確保の取組により、地域の

カキ水揚量向上を目指す。 

 

【中核的担い手の育成に関する取組】 

１ 新規就業者の確保 

(1)  各市及び県は、引き続き各市育成協議会やいわて水産アカデミーと連携し、

就業者フェア参加や知識や資格の習得に向けた研修会等の開催や住居確保の支

援を行う。 

(2)  各漁協は、新規就業者と受入漁業者とのより適切なマッチングを図るため、

各市育成協議会と連携し、新規就業者と受入希望者の情報を共有し、受入先の

選定を支援する。 

２ 中核的担い手の育成 

(1)  広域再生委員会は、自らの漁業経営改善・向上に意欲ある漁業者について「中

核的漁業者」として認定する。 

(2)  各漁協、各市及び岩手県は、中核的漁業者が必要とする漁船・漁具等の確保

に当たり、競争力強化型機器等導入緊急対策事業や水産業競争力強化漁船導入

緊急支援事業の活用に協力・支援する。：支援措置ⅰⅱⅲ 

活用する 

支援措置等 

ⅰ競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

ⅱ水産業競争力強化金融支援事業（国） 

ⅲ水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 
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（ホタテガイ） 

地場種苗安定確保の取組及び養成中のへい死や貝毒への対策を講じることにより、地域のホタテ

水揚量向上を目指す。 

２ 定置網漁業、採介藻漁業 

主要魚種であるサケ及びアワビについても水揚量の増加を目指すことから、水揚量を成果目標とす

る。 

（サケ） 

採卵用親魚の確保により稚魚放流数を維持することにより水揚量の増加を目指す。 

（アワビ） 

磯焼けの原因となっているウニ除去等の取組により藻場の回復を図り、アワビ資源を回復し水揚

量の増加を目指す。 

３ 新規漁業就業者数 

漁業就業者フェアに積極的に参加し漁業就業希望者を確保し、「いわて水産アカデミー」を利用し

て地域漁業への定着を支援することにより新規就業者数の確保を目指すことから、新規就業者数を成

果目標とする。 

 

 (2)成果目標 

１養殖業 

気仙地域における各種目の水揚量（単位：ｔ） 

魚種名 基準年 目標年(R7) 備考 

ワカメ  5,594 6,153 （県浅海増養殖生産高調べ） 

カキ  4,180 4,598 （県浅海増養殖生産高調べ） 

ホタテガイ  677 2,062 （県浅海増養殖生産高調べ） 

 

２定置網漁業、採介藻漁業 

気仙地域における各種目の水揚量（単位：ｔ） 

魚種名 基準年 目標年(R7) 備考 

サケ 74  2,039 大船渡市魚市場水揚量 

（岩手県水産情報配信システム） 

アワビ 11  71 （県浅海増養殖生産高調べ） 
 

３新規就業者 
気仙地域における新規就業者数（単位：人/年） 

項目 基準年 目標年(R7) 備考 

新規就業者数 8 8  
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(3)上記の算出方法及び妥当性 

ア 養殖業（各種目の水揚量） 

（ワカメ） 直近５ヵ年平均値（H27-R1（基準年）平均値 5,594t）の 10％アップを目標とする。 

（カキ） 直近３ヵ年平均値（H29-R1（基準年）平均値 4,180t）の 10％アップを目標とする。 

（ホタテガイ） 令和元年度（基準年）実績値（677t）から、平成 26-28年度の平均値（2,062t）まで回

復させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 定置網漁業、採介藻漁業（各種目の水揚量） 

（サケ）地域放流数 43,300千尾を維持し、回帰率 1.75％まで向上させることにより、水揚量を令和元年

度（基準年）実績値（74t）から 2,039ｔまで回復させる。 

43,300千尾×1.75％×2.99㎏/尾×90％＝2,039t 

※ 回帰率（1.75％）;全県における過去の平均回帰率 

※ 平均魚体重（2.99 ㎏/尾）；全県における直近５ヶ年平均 

※ 沿岸漁獲率（90％）；回帰親魚のうち 10％が河川遡上すると推定したもの。 

（アワビ）令和元年度（基準年）実績（11t）から平成 24-27年度水揚量平均値（71ｔ）まで回復させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 新規漁業就業者数（年間新規就業者数） 

直近５ヵ年平均値（H27-R1（基準年）平均値 8人）を維持する。 
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５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名と想定される内容。 

事業名 想定される事業内容 

(1)競争力強化型機器等導入緊急対策事

業（国） 

意欲ある漁業者がコスト競争に耐えうる操業体制を確立す

るための漁業用機器等の導入を推進 

(2)水産業競争力強化金融支援事業（国） 
広域プランに基づき、漁船の建造・取得・改修・漁業用機器

等の導入を図る漁業者が借り入れる資金に対する支援 

(3)水産業競争力強化漁船導入緊急支援

事業（国） 

中核的漁業者として位置づけられた者が、競争力強化の取組

を実践するために必要な漁船の導入を推進 

※本欄の記載により関連施策の実施を確約するものではない。 




